新図書館等複合施設等基本設計委託業務公募型プロポーザル募集要領
１　事業の概要
（１）事業名
新図書館等複合施設等基本設計委託業務
（２）事業の目的
本事業は、新図書館等複合施設等の基本設計について、平成23年7月に策定した新図書館等複合施設整備基本計画をもとに、公募型プロポーザル方式により企画提案を求め、その内容及び能力を総合的に比較検討して、最も適格と判断される設計者を選定し、業務を行おうとするものです。
なお、こども科学館の展示に関する基本設計業務（以下「展示基本設計業務」という。）については、本事業とは別に発注予定であり、本件契約後に本業務と展示基本設計業務の受託者間で十分協議し、調整を図りながら業務を進めていただくことになります。
（３）事業内容
新図書館等複合施設等の整備に伴う建築等の基本設計
※　詳細は、別途「新図書館等複合施設等基本設計委託業務公募型プロポーザル説明書」に定めます。
（４）委託期間
契約締結の日から平成24年3月26日（月）まで
２　見積限度額
91,088千円（消費税額及び地方消費税額を含む。）
３　審査委員会の設置
別途定める「新図書館等複合施設等基本設計委託業務公募型プロポーザル審査委員会設置要領」に基づき、審査委員会を設置します。
４　契約の相手方の選定方法
別途定める審査基準に基づき、審査委員会で公正な審査を行います。企画提案者（以下「参加者」という。）から提出された参加申込・企画提案書（以下「提案書」という。）に示された内容を一次審査（書面審査）し、上位5者程度を選定したうえ、二次審査（ヒアリング審査）を行い、契約の相手方となる候補者（以下「候補者」という。）と次点者を選定します。
委託業務の実施に際して、企画提案の内容をそのまま実施することを約束するものではありません。選定後に、候補者と県は、企画提案の内容をもとにして、業務の履行に必要な具体の履行条件などの協議と調整（以下「交渉」という。）を行います。この交渉が整ったときには、随意契約の手続きに進みます。5日以内（予定）に交渉が整わない場合は、次点者に選定された者と県が、交渉を行うことになります。
５　資格要件
参加者の資格要件は次のとおりです。
なお、参加者が資格要件を満たさなくなった場合は、その時点で失格とします。
（１）高知県内に本社（本店）を置く設計事務所等を含む共同企業体（ＪＶ）であること。
（２）共同企業体の代表者は、日本国内で過去20年以内（平成3年度以降）に竣工した建築物のうち、国、地方公共団体等が発注した5,000㎡以上の延床面積の図書館の設計業務を完了した実績があること （改修・改築を除く）。
　　　※　複合施設の場合は、図書館施設の専有面積とします。
なお、共同企業体の構成員及び協力事務所として参加した場合の実績は除きます。
（３）構成員は、本業務に参加する別の共同企業体の代表者、構成員、協力事務所のいずれも兼ねていないこと。また、別途発注予定の展示基本設計業務に参加する共同企業体の代表者、構成員、協力事務所のいずれも兼ねていないこと。
（４）協力事務所（参加者と同一組織でない事務所であり、専門分野において技術の提供等を行う事務所）を加えることは可とするが、本業務に参加する別の共同企業体の代表者、構成員のいずれも兼ねていないこと。また、別途発注予定の展示基本設計業務に参加する共同企業体の代表者、構成員のいずれも兼ねていないこと。
（５）共同企業体の代表者及び構成員並びに協力事務所は、次のいずれにも該当しないものであること。ただし、イからエについては、その手続き開始の決定後、知事が別に定める手続きに基づく高知県建設工事競争入札参加資格の再認定を受けている者については、この限りでない。
ア　破産法第18条第1項又は第19条の規定に基づく破産の申立てを行った者。
イ　会社更生法に基づく会社更生手続き開始の申立てを行った者。
ウ　特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律に基づく更生手続き開始の申立てを行った者。
エ　民事再生法による再生手続き開始の申立てを行った者。
（６）共同企業体の代表者及び構成員の本社及び支社、営業所等が都道府県税、消費税及び地方消費税を滞納してないこと。
（７）共同企業体の代表者及び構成員は、平成23･24年度高知県測量、建設コンサルタント等業務入札参加資格（建築関係建設コンサルタント業務［建築一般］）を有すること。
（８）共同企業体の代表者及び構成員は、高知県建設工事指名停止措置要綱（平成17年高知県告示第598号）又は指名回避措置基準要領（平成17年17高建管第223号）による指名停止等の措置の対象となっていないものであること。
（９）共同企業体の代表者は、建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を継続し、5年以上業務を行っていること。
（10）総括責任者自身が一級建築士の資格を有するとともに、本業務に関し、（２）の実績をもつ一級建築士の資格を有する主任技術者（意匠担当）を専任として配置できること。
６　説明会
行いません。
７　質疑と回答
質疑は、募集開始から平成23年7月29日（金）午後5時まで、別紙様式[募]1により持参又は郵送（配達証明郵便に限る。）若しくはＦＡＸ、電子メールで受け付けます。ＦＡＸ又は電子メールによる場合は、電話により担当者に着信を確認してください。
質疑と回答の内容は、平成23年8月5日（金）午後5時までに、高知県教育委員会事務局新図書館整備課のホームページに掲載しますので、質疑の有無に関わらず、ホームページを確認してください。　（URL：http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/312201/）
８　提案書の提出及び資格要件の確認
（１）提案書の提出
別途「新図書館等複合施設等基本設計委託業務公募型プロポーザル参加申込・企画提案書作成要領」に定めます。
（２）資格要件の確認
高知県教育委員会事務局新図書館整備課において、申込者から提出のあった提案書と関係書類に基づいて資格要件を確認し、その結果を平成23年8月23日（火）中に、申込者へ電子メールにて通知します。
（３）資格要件を満たしていなかった者に対する理由説明
ア　提案書を提出した者のうち、資格要件を満たしていなかった者に対しては、満たしていなかった旨及びその理由を書面により通知します。通知を受けた者は、8月29日（月）までに（必着）、書面により教育長に対して、資格要件を満たしていなかったことについての説明を求めることができます。
イ　教育長は説明を求められたときは、アの期限の翌日から起算して10日（県の閉庁日を除く）以内に、書面により回答します。
９　審査
別途「新図書館等複合施設等基本設計委託業務公募型プロポーザル審査要領」に定めます。
10　審査結果
審査終了後にすべての参加者に通知します。
なお、高知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合には開示の対象となります。
【参考】高知県情報公開制度
[http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/112701/joko-johokoukai-index.html ]
11　日程
平成23年7月22日（金）　募集開始（公告）
平成23年7月29日（金）　質疑書提出期限
平成23年8月  5日（金）　質疑書に対する回答（ホームページ掲載）
平成23年8月22日（月）　参加申込・企画提案書提出期限
平成23年8月23日（火）　資格要件の確認通知
平成23年8月30日（火）　一次審査（審査委員会による書面審査）
平成23年9月　6日（火）　二次審査（審査委員会によるヒアリング審査）
平成23年9月　7日（水）　審査結果通知
12　提出書類の取扱い
（１）提出された書類は返却しません。
（２）提出された書類は、必要に応じ複写（県及び高知市並びに審査委員会での当該業務における使用に限る）します。
（３）提出された提案書は、高知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合には、対象文書として原則開示することになります。
なお、事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は、同条例第6条第1項第3号の規定により非開示となりますので、提出書類の該当部分と非開示とする具体的な理由を別紙様式[募]2に記載し提出してください。
開示・非開示の判断は、別紙様式[募]2により提出された具体的な理由を参考に、同条例に基づき県が客観的に判断します。
（４）契約者以外の提案内容については、参加者の承諾なしに利用することはありません。
13　問い合わせ先
高知県教育委員会事務局新図書館整備課（担当：宮本・林）
〒780-0850　高知県高知市丸ノ内2-4-1
電話　088-821-4931　　FAX　088-823-7750
電子メール　312201@ken.pref.kochi.lg.jp

14　その他
（１）提案書提出後に辞退する場合は、辞退の理由等を記載した辞退届（様式自由）を提出してください。
なお、辞退することによって、今後、高知県との契約等について不利益な取扱いをすることはありません。
（２）提案に要するすべての費用は参加者の負担とします。
（３）次の各号に該当した場合、参加者は失格になることがあります。
ア　提出書類に不備があった場合又は指示した事項に違反した場合
イ　審査委員、県職員又は当該プロポーザル関係者（高知市職員を含む）に対して、当該プロポーザルに関わる不正な接触の事実が認められた場合
（４）やむを得ない事情により日程等の変更が生ずる場合には、別途通知します。
（５）本業務（基本設計）に直接関連する実施設計は、基本設計時における設計意図を実施設計の成果に的確に反映させるため、本業務の委託契約の相手方と随意契約を行う予定ですが、業務遂行のために必要な事項について協議のうえ、一定の条件等を付すことがあります。
なお、当該受託者が実施設計業務に適さないと高知県が判断した場合等は、別途受託者を選定することがあります。

新図書館等複合施設等基本設計委託業務のプロポーザルに関する質疑書
平成　年　月　日
所在地　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　   　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　   　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　   　　　
FAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
電子メール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

提出期限：平成23年7月29日（金）午後5時まで
提出先：高知県教育委員会事務局新図書館整備課　担当：宮本・林　
ＦＡＸ　　：　088-823-7750　　　　　　　　　
電子メール：　312201@ken.pref.kochi.lg.jp 　

高知県教育長　中澤卓史　　あて
所在地
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　印
高知県情報公開条例に基づく開示請求があった場合に、提出書類を開示することにより、今後、弊社が事業を営むうえで、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害する部分及びその具体的な理由は次のとおりです。
	開示すると支障が生じる書類
（書類のページ･箇所等）
	支障が生じる理由・支障の内容を具体的に記載してください。
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